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平成23年度

事務事業

（平成22年度事業）
作
成
者

役職 環境課長

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

01-02-03
氏名 森本和成 所　　　　属　　　　長　　　　評　　　　価

電話 0869-64-1821・1822 施策への
貢献度平成21年度 平成22年度

人件費 人工数 当初予算
（直接事業費）

平成20年度

直　接
事業費

人件費 人工数 人件費 人工数
直　接
事業費

☆☆☆☆☆
　～
☆

このシート作成に要した時間 1.5 時間 評価結果

事業分類
(高 ～ 低)

細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人）

直　接
事業費

庁用物品調達管理事業
2 庁用物品調達管理事業 Ｃ

基本施策（中項目） 02 自然と共生するまちづくり こどもエコクラブ推進事業 単 市1 環境保全対策事業 Ｂ

各種教室等実施事業 単 市

施　策　名
（小項目）

省資源・省エネルギー

コード

単 市
政策の体系

基本目標（大項目） 01 安全で快適に暮らせるまちづくり 環境保全対策審議会運営事務

Ａ ～ Ｅ

施策を構成する

事　務　事　業

0 216 0.03

0.06

0 0 0.00

0 76 0.01

78 497 0.05 837 605 0.06 315 ☆☆☆

0 0 0.00 0 78 0.01 0 ☆☆☆☆

0 0 0.00 0 78 0.01 0 ☆☆☆☆☆

0.14 1,288 1,554内部管理 614 349 977 0.20 2,069 ☆☆

対象と目的 燃料関係事務 内部管理 0 1,385 0.17

967

0 502 0.06 0 612 0.07 0 ☆☆

(誰のために、何の
ために)

市民や事業所に対し、地球温暖化防止対策のための活動や取り組みについての情報提供を行なったり、環境問題に
ついての意識の高揚を図っていく。

②

化石燃料の消費による二酸化炭素などの放出により、地球温暖化現象が起こり、生活基盤に深刻な影響を与えてい
る。そのため、自然エネルギーなどを利用し、環境負荷の少ない循環型社会を構築していくことが課題である。

現況と課題

(総合計画から現在
の問題点を抽出)

③ 省資源・省エネルギーの推進

施策展開 クリーンエネルギーの導入

(総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出)

環境意識の高揚

平成22年度 平成23年度

2,125 2,927 0.35 2,3841,966 0.25
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

平成20年度 平成21年度

0.272,026614 1,055調査年度 H20 H21

重要度（%）

H22 H23

満足度（%）

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

地球温暖化防止のための行動に取り組んでいる市民の割合は高く、クリーンエネルギーの普及図るために市民の協力が得られ
ており妥当である。

財政課 公共施設の省エネルギー化 公共施設を省エネルギー化し、二酸化炭素の削減に努める。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）

環境保全対策事業であり、事業構成は妥当である。

調査結果に対するコメント、
市民の反応等 省エネルギーを実践している市民の割合は非常に高い。今後も啓発等を行ない意識の向上を図るとともに、公の

施設についてはできるところから省エネエネルギー化を推進する。
1

調査対象でない施策
は、市民の反応等

2
＜事業構成の適当性＞
手段は最適か？ 3

＜成果指標の妥当性＞
施策の目的・成果を表現してい
るか？

3

3
＜施策の有効性＞
指標分析、評価年度･ 中長期の
達成見込みは？

4 地球温暖化防止のための行動に取り組んでいる市民の割合は約半数で、目標値をほぼ達成している。今後とも､市が率先して地
球温暖化防止のために取組むとともに、市民への啓発をする。施策に対する成果指標名

単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

目標値
H20 H21 H22

成
果
指
標

地球温暖化防止のための行動
に取り組んでいる市民の割合

目標

実績

達成率

ベンチマーク

50.0
進行年度（H23年度）の取組内容

（課 題 解 決 状 況）

国・県の補助事業を利用した効率的な事業展開を図るとともに、市民に様々な情報提供を行い、クリーンエネルギーへの関心を今以上に
高めるための啓発活動を実践する必要がある。また、平成22年度から新規事業で、「住宅用太陽光発電システム設置費補助金」制度を
導入したが、好評である。

46.0 H28 60.0

92.0 － －

市民意識調査結果

H23 52.0

－ －

翌年度（H24年度）の取組目標
省資源・省エネルギー対策やクリーンエネルギーについては、全国的な課題でもあり広く市民に情報の提供や啓発活動を行う必要があ
る。また、「住宅用太陽光発電システム設置費補助金」制度についても引き続いて取り組む必要がある。

参
考
指
標
①

省エネルギーを実践している市
民の割合

目標 92.0 93.0
実績 89.9 88.8 市民意識調査結果

H23 95.0
H28

－

95.0

－達成率 97.7 95.5
ベンチマーク － －

二次評価者コメント

役職 市民生活部長参
考
指
標
②

目標

実績

ベンチマーク

達成率
3 中立

野上　茂之

市民の関心度は非常に上がってきており、今後、重要な施策と考える。さらに市民意識の向上に向けた取り組みをして
いくとともに、クリーンエネルギーの普及や低炭素社会を実現していくため、重要な施策である。

基本施策への
貢献度

H28

H23

－

－ － 氏名

－

H28

達成率

参
考
指
標
③

目標

ベンチマーク

実績

－

市長コメント 自然エネルギーのまちをアピールできるよう、ＮＰＯや各種団体の協力を得ながら、省エネルギーの推進と自然エネルギーの導入に取り
組んでいく。

－

－ －

H23
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⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度

備前市総合計画の内容から記載する

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低


